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検査手数 料は左
記から 確認いただ
けます。



あんし んリフォーム工事瑕疵保険で安心と 信頼のリフォームを提案し まし

保険の対象と なるリ フ ォ ーム工事

あんし んリ フ ォ ーム工事瑕疵保険の仕組み

■保険は、国土交通大臣から 指定さ れた住宅専門の保険会社（ 保険法人）が、建築士等による現場検査を行っ
た上で引き受けます。

■保険の対象と なるリ フォ ーム工事完了後に瑕疵が発見さ れた場合に修補に要する費用等を 補償し ます。
リフォーム工事業者が倒産し た場合は発注者が直接保険金を請求することができます。

■リフォーム工事業者と 発注者と の間に請負契約に関する紛争が生じ た場合、紛争の当事者である双方または
一方からの申請により 、紛争のあっせん、調停または仲裁を指定住宅紛争処理機関(弁護士会)に申し 立てる
制度を利用すること ができます。(詳しく は10ページをご覧く ださ い。)

あんし んリフォーム工事瑕疵保険は、リフォーム工事業者が工事し た部分の瑕疵について発注者に対して負う 瑕疵

担保責任を確実に履行するために加入いただく 保険です。

※詳しく は2・ 3ページをご覧く ださ い。

保険期間 ※詳しく は3ページをご覧く ださ い。

耐 震 改 修

外装材・ 屋根材の張替え

キッ チン設備の入替え

例

保険の対象と なるリ フォ ーム工事（ 以下「 保険対象リ フォ ーム工事」）は、以下のすべての条件を 満たす改修工

事とし ます。

工 事 完 了 日

または

5 年1 年 2 年
10 年

リ フ ォ ーム工事の発注者瑕疵発見

①リフォーム工事業者が発注者と 締結し た工事請負契約書に基づき施工する住宅に

対する改修工事、改築工事、増減築工事であること

②新築工事ではないこと

③管路または設備の解体、撤去、分解または取片づけを対象と する工事ではないこと

④清掃作業のみを対象と する工事ではないこと

④ 保険対象リフォーム工事のう ち、増

築工事（ 離れ）の部分の構造耐力

上主要な部分が基本的な耐力性

能を満たさ ない場合または雨水の

浸入を防止する部分が防水性能を

満たさ ない場合。その他の場合は

①と②に準ずる

③ 保険対象リフォーム工事実施部分

のう ち、増築工事（ 横増築）の部分

の構造耐力上主要な部分が基本

的な耐力性能を満たさ ない場合ま

たは雨水の浸入を防止する部分が

防水性能を満たさ ない場合。その

他部分は①と ②に準ずる

② 保険対象リフォーム工事実施部分

のう ち、構造耐力上主要な部分が

基本的な耐力性能を満たさ ない場

合または雨水の浸入を防止する部

分が防水性能を満たさない場合

① 右記②以外の、保険対象リ フォ ー

ム工事実施部分が社会通念上必

要とさ れる性能を満たさ ない場合
（ 例えば、リ フ ォ ーム工事を 実施し た

建具枠が施工の瑕疵により 著し く 変

形し た場合など。）

リフォーム工事実施部分の瑕疵に起因する場合
（ 詳しく は3 ～4 ページをご覧く ださ い。）

増築工事実施部分の瑕疵に起因する場合



ょう！

保険対象リ フ ォ ーム工事の種類

あんしんリフォーム工事瑕疵保険が定める保険対象リフォーム工事には以下の２ 種類があります。

増築工事　 に該当する例

①平面的に拡張して増築する場合 ②同一敷地内に別棟を増築する場合

①基礎の面積を変えずに改築する場合

③基礎の面積を変えずに増築する場合（ 2 階の増築等）

②基礎の面積を減じ て減築する場合

増築工事部分

〈 立面〉

〈 平面〉

〈 平面〉 〈 平面〉

〈 平面〉

〈 立面〉

増築工事部分

既存住宅 既存住宅

2階

1階

2階

1階

既存住宅 既存住宅

保険対象リ フ ォ ーム工事の種類

既存住宅に対する 工事で 、改修・ 改築・ 減築工事（ 基礎の面積を 変え な い増床工事を 含

みま す。）

リ フ ォ ームの工事を 実施し た部分が保険対象と な り ま す。

同一敷地内にある 既存住宅の基礎の外周部の外側に、基礎を 新設し 床面積を 増加さ せ

る 工事を いいま す。具体的には次の①ま たは②の増築工事で す。

増築工事を 実施し た全て の部分が保険対象と な り ま す。

①＜横増築＞ 既存住宅の基礎の外周部の外側に基礎を 新設し 、平面的に拡張し て 床面積

を 増やす増築工事

②＜離れ＞ 既存住宅の同一敷地内の母屋と は別棟の増築工事（ ただし 、増築工事部分が新

築瑕疵保険の対象と な る も のを 除き ま す。）

離れ横増築

既存住宅部分の工事　 に該当する例

基礎を新設し ない増床部分

改築部分 減築部分

既存住宅部分の工事

増築工事

1

2

既存住宅部分の工事1

増築工事2

下図 参照

下図 参照

※工事の内容により 保険期間が異なり ます。詳しく はP.３ をご覧く ださ い。

増床



※1  併用住宅（ 人の居住の用に供する 部分以外の部分を 含む建物を いいます。）を 除き ます。

※2  併用住宅を 含みます。ただし 、人の居住の用に供する 部分以外の部分は保険の対象と はなり ません。

※3  専有部分の改修工事の発注者が共用部分（ 区分所有でない共同住宅の場合は、共用部分に相当する 部分を いいます。）の改修工事を 併せて発注する 場合は、当該部分

を 含みます。ただし 、こ の共用部分の改修工事は、当該専有部分に属する 部分（ 建具、イ ン タ ーホン 、横引き 排水管等の専用使用部分）の範囲に限り ます。（ 注： 外壁のタ

イ ル工事や廊下の床防水工事は対象外です。）

　 　 延床面積が5 0 0 ㎡以上ま たは階数が４ 以上（ 地階を 含みま す。）の共同住宅の共用部分に対する 改修工事は「 あんし んリ フ ォ ーム工事瑕疵保険」の対象で はな

く 、「 あんし ん大規模修繕工事瑕疵保険」の対象と なり ます。

商品内容

契  約  対  象

保  険  期  間

保険対象リフォーム工事の対象と する住宅（ 以下「 保険対象住宅」）は、下記①～③のいずれかの条件を満たす住宅または住宅の部分と

し ます。なお、構造リフォーム工事（ ９ ページ参照）または増築工事が含まれる場合は、当該工事を実施する建物が保険対象リフォーム工

事の完了時に新耐震基準等を満たすこと が必要です。

①戸建住宅（ ※1 ）

②延床面積が 5 0 0 ㎡未満かつ階数が３ 以下（ 地階を 含みます。） の共同住宅（ ※2 ）

③上記②以外の共同住宅（ ※2 ） の専有部分（ ※3 ）

あんし んリフォーム工事瑕疵保険は、被保険者と 発注者との請負契約に基づく 保険対象リフォーム工事の工事完了日（ ※）に始まります。

保険期間は、損害の区分に応じ て、以下のとおりとし ます。

※工事完了日は、完了時検査の際に検査立会い等の現場ご担当者から聞き取り 確認を行います。この日付を保険始期日として保険証券等を発行し ます。

（ ※） 増築工事（ 離れ） の部分は、既存住宅部分（ 母屋） と 構造的、視覚的に独立することを要件としています。 そのため、「 横増築」 は保険期間 1 0 年間の対象外と なり ます。

損害の区分 保険期間

5 年間または1 0 年間
（ 選択）

1 年間または2 年間
（ 選択）

5 年間

住宅あんし ん保証にあんし んリフォーム工事瑕疵保険に関する事業者登録をしている事業者で、リフォーム工事を実施する請負業者とし ます。

保険契約者・ 被保険者

保険の対象と なる住宅

構造耐力上主要な部分が基本的な耐力性能を満たさ ないこと によって生じ た

損害または雨水の浸入を防水する部分が防水性能を満たさ ないこと によって

生じ た損害

上記において、 工事内容が増築工事（ 離れ）（ ※） の場合

保険対象リ フォーム工事（ 増築工事を含みます） の実施部分が社会通念上

必要とさ れる性能を満たさ ないこと によって生じ た損害



基本的な耐力性能を満たさ ないこと 。

防水性能を満たさ ないこと 。

社会通念上必要とさ れる性能を満たさ ないこと 。

保険の対象となる部分 保険金の支払対象と なる事由

　 構造耐力上主要な部分

　 雨水の浸入を防止する部分

対象リフォーム工事の実施部分

①リフォーム工事業者が保険対象リフォーム工事に由来する保険対象部分の瑕疵によって、次の保険金の支払対象と なる事由が生じ た

こと により 、発注者に交付し た保証書に基づく 瑕疵担保責任（ ※）を負担することによって生じ た損害について保険金をお支払いし ます。
　 　 ※弊社所定の標準保証書に定める範囲の瑕疵担保責任に限り ます。

保険金をお支払いする主な場合

②リフォーム工事業者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもなお瑕疵担保責任を履行し ない場合は、発注者に対して直接保険金

をお支払いし ます。（ 直接請求）

③故意・ 重過失損害の取扱いについて

被保険者の故意・ 重過失を原因とする損害（ 以下「 故意・ 重過失損害」）については、被保険者には保険金をお支払いし ません。し かし な

がら 、被保険者が倒産等の場合など相当の期間を経過しても なお瑕疵担保責任を履行し ない場合は、故意・ 重過失損害であっても 発

注者に対して保険金をお支払い（ ※）し ます。
※ただし 、発注者が宅地建物取引業者の場合は、故意・ 重過失損害は支払対象外と なり ますので、ご注意く ださ い。

コンクリ ート 工事

木工事

ボード 、表装工事

建具、ガラス工事

左官、タイル工事

塗装工事

屋根工事

内部防水工事

断熱工事

防露工事

電気工事

給水、給湯または

温水暖房工事

排水工事

汚水処理工事

ガス工事

雑工事

玄関土間、犬走り またはテラス等の構造耐力上主要な部分

以外のコンクリ ート 部分

床、壁、天井、屋根、階段等の木造部分

床、壁または天井等のボード または表装工事による部分

内部建具の取付工事による部分

壁、床または天井等の左官、吹付け、石張またはタイル工事部

分

塗装仕上の工事による部分

屋根仕上部分

浴室等の水廻り 部分の工事による部分

壁、床、天井裏等の断熱工事を行った部分

壁、床、天井裏等の防露工事を行った部分

配管または配線の工事を行った部分

コンセント またはスイッ チの取付工事を行った部分

配管の工事を行った部分

蛇口、水栓またはト ラップの取付工事を行った部分

厨房または衛生器具の取付工事を行った部分

配管の工事を行った部分

汚水処理槽の取付工事を行った部分

配管の工事を行った部分

ガス栓の取付工事を行った部分

小屋裏、軒裏または床下の換気孔の設置工事を行った部分

著し い沈下、ひび割れ、不陸または隆起が生じ ること

著し いそり 、すきま、割れまたはたわみが生じ ること

仕上材に著し い剝離、変形、ひび割れ、変質、浮き、すきまたはし みが生じ ること

建具または建具枠に著し い変形、亀裂、破損、開閉不良またはがたつきが生じ ること

モルタル、プラスタ ー、し っく い、石・ タ イル等の仕上部分または石・ タ イル仕上げ

の目地部分に、著し い剝離、亀裂、破損または変退色が生じ ること

著し い白化、白亜化、剝がれまたは亀裂が生じ ること

屋根ふき材に著し いずれ、浮き、変形、破損または排水不良が生じ ること

タイル目地の亀裂もしく は破損、防水層の破断または水廻り 部分と 一般部分の接

合部の防水不良が生じ ること

断熱材の剝がれが生じ ること 　

適切な換気状態で、水蒸気の発生し ない暖房機器の通常の使用下において、結

露水のし たたり または結露によるかびが生じ ること

破損または作動不良が生じ ること

作動不良が生じ ること

破損、水漏れまたは作動不良が生じ ること

破損、水漏れまたは作動不良が生じ ること

破損、水漏れ、排水不良または作動不良が生じ ること

排水不良または水漏れが生じ ること

破損、水漏れまたは作動不良が生じ ること

破損、ガス漏れまたは作動不良が生じ ること

破損、ガス漏れまたは作動不良が生じ ること

脱落、破損または作動不良が生じ ること

リフォーム工事実施部分（ 保険対象部分） 事象例

リフォーム工事部分が社会通念上必要と さ れる性能を満たさ ない場合の事象例リフォーム工事部分が社会通念上必要と さ れる性能を満たさ ない場合の事象例



保険金の種類 内　 　 容

修補費用・ 損害賠償保険金

求償権保全費用保険金

事故調査費用保険金

仮住まい費用保険金

瑕疵担保責任の履行に基づいて支出する修補等の費用または損害賠償金
ただし 、実際に保険対象住宅を修補する場合に要する費用を限度とし ます。

リフォーム工事業者が第三者に対して損害賠償その他の請求権を有する場合に、その権利の
保全または行使について必要な手続を行う ために要し た費用

修補が必要な範囲、修補の方法、修補の金額を確定するための調査に要し た費用
（ 事故の原因の調査に要し た費用は対象外です。）

保険対象住宅の修補期間中に転居を余儀なく さ れた発注者から 請求を受けた宿泊費用、住居
賃借費用、転居費用

お支払いする保険金の種類

保険金額（ 支払限度額）

（ 1 ）1 契約につき、保険期間を通じ てお支払いする保険金は、お支払いするすべての保険金を合算して次のとおりとし ます。

（ 2 ）次の保険金については、1 契約あたり の支払限度額の内枠で、以下に記載する金額を限度とし ます。

（ 3 ）上記（ 1 ）・（ 2 ）の支払限度額以外にも支払限度額があり 、それぞれ次のと おり です。

項　 目

事故調査費用保険金

仮住まい費用保険金

支払限度額

1 回の事故につき、修補費用・ 損害賠償保険金の額の1 0％（ この金額が1 0 万円以下の場合は1 0 万円）または5 0 万円のいずれか小

さ い額を限度に、その実額を支払います。

項　 目 支払限度額

同一事業年度（ ※）に、当該リフォーム工事業者と 住宅あんしん保証との間で締結し たすべてのあんし んリフォーム工事

瑕疵保険契約およびあんし ん大規模修繕工事瑕疵保険契約（ 以下「 リフォーム工事等瑕疵担保責任保険契約」と い

います。）に係る保険金額の総合計額の1 0％または1 億円のいずれか大きい額を限度とし ます。

保険期間中支払限度額 住宅あんし ん保証が同一事業年度（ ※）に締結し たすべてのリ フ ォ ーム工事等瑕疵担保責任保険契約により 保険期

間を 通じ て支払われる 保険金を 通算して、3 0 億円を 限度と し ます。

同一事業年度（ ※）の間に住宅あんし ん保証に報告がなさ れたすべての事故に対して支払われる保険金は、住宅あんし

ん保証が締結し たすべてのリフォーム工事等瑕疵担保責任保険契約により 支払われる保険金を通算して、3 0 億円を
限度とし ます。

※同一事業年度と は、4月1日から1 年の間をいいます。

同一事業年度支払限度額

1リフォーム工事業者
（ 1 被保険者）

あたり の支払限度額

5 0 0 万円超 6 0 0万円以下

6 0 0 万円超 7 0 0万円以下

7 0 0 万円超 8 0 0万円以下

8 0 0 万円超 9 0 0万円以下

9 0 0 万円超 1 ,0 0 0 万円以下

リフォーム工事の請負金額帯（ 税込） 支払限度額

1 0 0 万円、 2 0 0 万円、 3 0 0 万円、 4 0 0 万円または5 0 0 万円

商品内容

1 回の事故につき5 0 万円を限度に、その実額を支払います。

6 0 0 万円

7 0 0 万円

8 0 0 万円

9 0 0 万円

1 ,0 0 0 万円

1 ,5 0 0 万円

2 ,0 0 0 万円1 ,5 0 0 万円超

1 ,0 0 0万円超 1 ,5 0 0 万円以下

5 0 0万円以下



免責金額・ 縮小てん補割合

（ １ ）修補費用・ 損害賠償保険金については、１ 事故につき1 0 万円の免責金額と

80％の縮小てん補割合が適用さ れます。

（ ２ ）求償権保全費用保険金、事故調査費用保険金および仮住まい費用保険金

については免責金額、縮小てん補割合ともに適用さ れません。

事故調査費用保険金、仮住まい費用保険金については、一定の支払限度額があり

ます。

被保険者が倒産等の場合などの事由により 相当の期間を経過してもなお瑕疵担保

責任を履行し ない場合には、縮小てん補割合を１ ０ ０ ％とし ます。

※1

※2

保険金の種類 免責金額 縮小てん補割合

修補費用・ 損害賠償保険金

求償権保全費用保険金

事故調査費用保険金（ ※１ ）

仮住まい費用保険金（ ※１ ）

１ 事故につき10万円

適用なし 100％

80％（ ※2）

●求償権保全費用保険金 　 ●事故調査費用保険金

●仮住まい費用保険金

 保険金のお支払い額

※被保険者が倒産等の場合などの事由により 相当の期間を経過しても なお瑕疵担保責任を履行し ない場合は、縮小てん補割合は1 0 0 ％（ 発注者が宅地建物取引業者の場合は

8 0％）とし ます。なお、求償権保全費用保険金はお支払いの対象外と なり ます。

次の式により 算出さ れた額を保険金額（ 支払限度額）としてお支払いし ます。

保険金をお支払いし ない主な場合

●リフォーム工事業者 ( すべての下請負人を含みます｡) またはそれらの者

と 雇用関係のある者の故意または重大な過失

●発注者の故意または重大な過失

●洪水、 台風、 暴風、 暴風雨、 旋風、 竜巻もし く は豪雨またはこ れら に

類似の自然変象

●火災、 落雷、 破裂または爆発、 車両または航空機の衝突、
そう じょ う

騒擾 、 労働

争議等の偶然または外来の事由

●土地の沈下（ 住宅の不同沈下を含みます。）、 隆起、 移動、 振動もし く

は軟弱化、 土砂崩れ、 土砂の流出入または土地造成工事の瑕疵

●保険対象住宅の虫食いもしく はねずみ食い、 保険対象住宅の性質によ

る結露、 瑕疵によらない保険対象住宅の自然の消耗、 摩滅、 さ び、 かび、

むれ、 腐敗、 変質、 変色、 その他類似の事由

●瑕疵に起因して生じ た保険対象住宅以外の財物の損壊または使用の阻害

●保険対象住宅の著し い不適正使用または著しく 不適切な維持管理

●リフォーム工事業者がその材料または指図が不適当であること を指摘し

たにもかかわらず、 発注者が採用さ せた設計・ 施工方法または発注者か

ら提供さ れた資材等の瑕疵

●リ フォ ーム工事業者以外の者に発注者が行わせた施工の瑕疵等のリ

フォーム工事業者以外の者の責めに帰すべき事由

（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
ただし 、発注者が宅地建物取引業者の場合は、縮小てん補割合は80％となり

ますので、ご注意く ださ い。

（ 修補費用・ 損害賠償保険金 － 10万円）×80％（ ※）

●保険対象住宅に採用さ れた工法に伴い通常生じ 得る雨水の浸入、 すきま、

たわみ等その他の事象

●リフォーム工事に伴い設置、 更新、 修繕さ れた機器等または設備自体の

不具合

●リフォーム工事における建材または内外装の色、 柄、 色調の選択の誤り

●防音性能、 断熱性能、 発電性能の未達その他の発注者が意図し た効能、

性能の不発揮

●地震もしく は噴火またはこれらによる津波

●リフォーム工事業者と 発注者の間に、 瑕疵担保責任の履行に関し 特別の

約定がある場合において、 その約定によって加重さ れた契約上の責任

●保険金を支払った場合において、 その事故と 同一の原因による瑕疵

●保険期間開始後の保険対象住宅の増築・ 改修・ 修補（ 事故による修補

を含みます｡) の工事またはそれらの工事部分の瑕疵

●正当な理由のない修補の遅延

上記の他にも 保険金をお支払いし ない場合があり ます。 詳細は普

通保険約款の「 保険金を支払わない場合」 に記載さ れていますので、

ご参照く ださ い。

次に掲げる事由により 生じ た損害(※)については、保険金をお支払いし ません。
※これらの事由がなければ発生または拡大し なかった損害を含みます。



工事の

流れ

保険の

流れ

「 あんし んリフォーム
工事瑕疵保険」 をご
利用い た だく には、
事業者登録が必要
です。

事業者登録

設計・ 契約

設計施工基準に適合するよう
設計し てく ださ い。

施工中検査

●耐力壁、 筋かい、 柱・ 梁、 小屋
の新設または撤去を伴う 工事

●防水層の新設または撤去を 伴う
根工事または外壁工事

　 こ れら がリ フォーム工事に含まれる
合のみ実施し ます。

着　 工

設計施工基準に適合する よ
う 施工し てく ださ い。

事 業 者 登 録

事業者登録料： 2 4 ,0 0 0 円（ 税別）
〔 登録更新は１ 年ごと で、更新登録料は1 5 ,0 0 0 円（ 税別）と なり ます。〕

保険をご利用いただく ためには、事前に事業者登録が必要です。

概要説明書を 用いて 発注者にあんし
んリフォーム工事瑕疵保険の内容を説
明の上、 契約内容確認シート に発注
者の記名・ 押印を いただき 、 その他
の必要書類とと も にご提出く ださ い。

保険契約申込

※既取引事業者： 既に住宅あんし ん保証の他のサービスでの届出・ 登録済みの事業者

事業者登録申請書

預金口座振替依頼書

建設業許可証の写し
（ 建設業の許可を受けている場合）

必要書類 新規事業者 既取引事業者（ ※）
登録要件

①事業者が建設業許可を受けていること

②事業者またはその役員もしく は職員における改修工事に係

る実績が次に掲げる基準のいずれかを満たしていること

■直近事業年度において、改修工事に係る受注件数が5 件

以上、かつ完成工事高が50 0 万円以上であること

■直近３ 事業年度において、改修工事に係る完成工事高が

1 ,5 0 0万円以上であること

③事業者の役員または職員に次のいずれかに該当する者を

有していること

○リフォーム登録事業者になるにあたって、住宅あんし ん保証および一

般社団法人住宅瑕疵担保責任保険協会（ 以下「 住宅瑕疵保険協会」）

のホームページに事業者名、連絡先、当該保険の付保実績等が公表

さ れることについて、承諾いただく 必要があり ます。

○リフォーム登録事業者は保険対象リフォーム工事の発注者に対して、

住宅あんし ん保証所定の標準保証書を交付いただく 必要があり ます。

●一級建築士　 ●二級建築士　 ●木造建築士　

●建築基準適合判定資格者

事業者登録から 保険期間満了までの流れ

本保険の事業者登録をしている事業者を「 リフォーム登録事業者」といいます。

HP

HP

※増築
　 現場検査の種類現場検査

次の①～③のいずれかに該当する こ と が必要です。



屋組

う 屋

る場

完了時検査

検査実施時に、 現場担
当者に工事完了日を確
認し ます。

＜すべての工事で実施します＞

工事

完了

保険期間は保険対象リ フォ ーム
工事の完了日より 起算します。
詳しく は3 ページをご覧く ださ い。

保険期間の開始
保険期間
の満了

保険契約申込時

保険契約申込時、主に以下の書類が必要です。
※増築工事を実施する場合は、下記に加えて必要となる書類があり ます。 詳しく はあんし んリフォーム工事瑕疵保険契約申込書をご覧く ださ い。

保険申込は保険対象リフォーム工事の着工前に行ってく ださ い。

主な必要書類 備　 　 考

HP

HP

工事内容および工事範囲がわかるも の

構造計算書、構造確認書または耐震診断結
果報告書の写し

保険契約申込書

契約内容確認シート

付近見取図

平面図等

工事実施部分の仕上げその他の仕様が
わかるも の

「 工事請負契約書」の写し または「 発注書
＋工事請書」の写し

「 工事費見積書」の写し または工事費の
明細が確認できる資料

新耐震基準等に適合すること が確認で
きる資料

内訳が「 一式」と なっている場合は、その明細
について追記で提出いただく 場合あり

既存住宅部分の構造に関する
工事を実施する場合、増築工事

を実施する場合

工事請負約款を使用している場合は、約款を
含む

内外仕上表、特記仕様書、設備機器明細書等

すべての保険対象
リフォーム工事で

※増築を含むリフォーム工事の場合、
　 現場検査の種類や時期は異なります。

保険証券・ 保険付保証明書の
発行申請手続は不要です！！

保険証券
保険付保証明書

発行

標準保証書
（ 保険付保証明書とと も に事業者

から 発注者へ交付）



【 各工事項目について】

構造リ フ ォ ーム工事 … 耐力壁、筋かい、柱・ 梁、小屋組の新設または撤去を 伴う 工事※

防水リ フ ォ ーム工事 … 防水層の新設または撤去を 伴う 屋根工事または外壁工事※

増築工事 … 基礎を 新設する 横増築や同一敷地内に離れ（ 別棟）を建てる 工事

※こ れら の工事内容が含まれるも のの、工事内容が部分的な加工にと どまる場合を 除き ます。

※1  検査において目視による確認が不可能と なる部分については、あら かじ め当該部位の施工状況に関する写真を撮影く ださ い。検査時に検査員にご提示いただき ます。

※2  増築工事実施部分の階数が４ 以上（ 地階を含みます。）の場合は異なり ますので、弊社までお問い合わせく ださ い。

※3  施工中検査と 同時に検査するこ と ができ ます（ 同時に実施する場合は、検査手数料の割引が適用さ れます。）。

※4  上部躯体検査と 施工中検査を同時に実施し た場合。

含まない

含む

構造リ フ ォ ーム

／防水リ フ ォ ーム
工事の有無

検査の種類

増築部分の検査 既存住宅部分の検査

施工中検査上部躯体検査基礎配筋検査

増築部分と
既存住宅部分の検査

完了時検査

検査回数

増築工事の

有無

基礎配筋工事の完了時

※コ ン ク リ ート 打設前

木造の場合

躯体工事（ 上棟） の完

了時

（ 金物取付完了時）

構造／防水リ フ ォ ーム

工事の完了時

工事実施部分の内装の

復旧前と し 、 こ れら の

工事を 実施する 箇所が

複数ある 場合は、 最も

遅い時期と し ます。

保険対象と なる リ フ ォ ー

ム工事がすべて完了し た

後

含む

1 回

3 回

2 回

4 回

3 回

または

含まない

含む

含まない

※3
※4

※1

※2

現場検査の種類と 回数

保険対象リフォーム工事に構造リフォーム工事または防水リフォーム工事を含むか否か、増築工事を含むか否かにより 、次の表のと おり

検査の種類、回数が異なり ます。

現場検査



その他の注意事項

その他

保険料等について

●保険料等のお支払いは、それぞれ次のとおりとなります。

（ 1 ）保険料等を弊社所定の口座への振込みにより 払い込む場合

保険料等は、お申込みを受付けた日の属する月の翌々月1 5日(同日が金融

機関休業日の場合は前営業日。以下「 保険料等払込猶予期日」といいます)

までに、お振込みにより お支払いいただきます。

（ ２ ）保険料等を口座振替の方法により 払い込む場合

保険料等は、お申込みを受付けた日の属する月の翌月2 7日(同日が金融機関

休業日の場合は翌営業日。)に、口座振替により お支払いいただきます。万が

一、振替が残高不足等の事由により 不能と なった場合には、リフォーム工事

業者(保険契約者)は、保険料等払込猶予期日までに、お振込みにより お支払

いいただきます。

●検査手数料に係る消費税の適用税率が変更と なった場合は、その変更により

生じ た差額を追加請求または返戻いたし ます。

●保険始期日の前日までに保険契約の申込みの取下げを行う 場合は、保険料

および未実施の検査に係る検査手数料を返戻し ます。

万が一、事故が発生し た場合は

●保険対象住宅に事故に該当すると 思われる不具合を発見し た場合は、発

注者は直ちにリフォーム工事業者に、またリフォーム工事業者は直ちに弊

社または取次店にご連絡く ださ い。

●弊社への連絡の後、リフォーム工事業者は当該事象が標準保証書に基づ

き負担すべき事由に該当するかの調査を実施していただき、その結果を所

定の書面等にて弊社へご通知く ださ い。

故意・ 重過失の場合における取扱い（ ご契約にあたっての注意事項）

●この保険契約では、保険金をお支払いし ない事由のう ち「 リフォーム工事

業者（ 被保険者）またはそれら の者と 雇用契約のある者の故意または重大

な過失」により 生じ た損害については、保険金をお支払いし ません。

●し かし ながら 、故意・ 重過失損害補償特約が付帯さ れた保険契約の場合

で、リ フォ ーム工事業者が倒産等の場合など相当の期間を 経過しても

なお瑕疵担保責任を履行し ない場合は、発注者が直接保険金を請求する

こと ができます。

●故意・ 重過失損害に対する保険金は｢住宅リフォーム発注者等救済基金｣

からのお支払いと なり ます。お支払いする保険金の額が、｢住宅リフォーム

発注者等救済基金｣の残高を超える場合には、お支払いする保険金の額

が削減さ れること があります。

告知義務・ 通知義務違反の取扱い

（ 1 ）契約締結時における注意事項

リフォーム工事業者には、お申込時に弊社が定める重要な事項(告知事

項)について事実を正確に申告していただく 告知義務があり ます。故意ま

たは重大な過失により 、申込書やご提出いただく 各種資料等の記載事項

のう ち弊社が定める重要な事項について、事実と 相違している場合や事

実が記載さ れていない場合は、保険金をお支払いし ないこと があります。

（ 2 ）契約締結後における留意事項

保険契約締結後に、弊社が定める重要な事項(通知事項)に変更が生じ た

場合は、遅滞なく 弊社までご通知く ださ い。変更事由の発生から 弊社が

その通知を承認するまでの間に発生し た事故については、保険金をお支

払いし ないこと があります。

●その他のご注意いただきたい事項は、「 あんし んリフォーム工事瑕疵保険

契約内容のご案内」をご確認く ださ い。

住宅紛争処理

●リ フ ォ ーム工事業者と 発注者と の間に請負契約に関する 紛争が生じ

た場合、専門の裁判外紛争処理機関である指定住宅紛争処理機関（ 弁

護士会） による紛争処理手続（ あっ せん、調停または仲裁） を利用する

こ と ができ ます。

●紛争処理や手続については、まずは公益財団法人 住宅リ フ ォ ーム・ 紛

争処理支援センタ ーが運営する住まいるダイ ヤルへご相談く ださ い。

※20 22年1 0月1日から 利用できます。

■安心し て利用でき る相談窓口です。

住まいる ダイ ヤルは国土交通大臣から 指定を 受けた住宅専門の相

談窓口です。 中立・ 公平な立場から 電話相談に対応し ています。

■資格を持っ た相談員がお答えし ます。

一級建築士の資格を 持つ、 住宅に関する 幅広い知識を 備えた相談

員が、 専門的な立場から アド バイ スし ます。

0 5 7 0 -0 1 6 -1 0 0
10 :00～17:00（ 土、日、祝休日、年末年始を除く ）

住まいるダイヤルのご紹介

住宅紛争処理支援センタ ー
（ 公益財団法人　 住宅リフォーム・ 紛争処理支援センタ ー）

相
談
・
助
言

相
談
・
助
言

リフォーム
工事業者

発注者紛争

請負契約

指定住宅紛争処理機関
（ 弁護士会）

によるあっせん・ 調停・ 仲裁

申請 申請

支援
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わたし 達は、高品質な住まいづく り と お客様のあんし ん、そして優良な住宅スト ッ ク 形成に貢献し ます。

●記載内容／2 0 2 3 年１ 月1 1 日現在

●本紙に記載し ており ます内容は予告なく 変更さ れる 場合があり ます。

　 本社

〒104-0031   東京都中央区京橋 1-6-1   三井住友海上テプコ ビル 6 階

TEL.03-3562-8122（ 平日 9： 00～17： 30）

h ttp s ://w w w . j-a n sh in .co .jp /

お問い合わせは

こ のパン フ レ ッ ト は、あんし んリ フ ォ ーム工事瑕疵保険の概要を ご説明し たも のです。詳し く は、こ の保険の契約内容のご案内を ご確認く ださ い。なお、ご不明な点があり ま

し たら 、担当取次店または住宅あんし ん保証にご照会く ださ い。

ご契約に関する 個人情報は、弊社個人情報保護方針に基づき 取り 扱います。詳し く は、住宅あんし ん保証のホームページを ご覧く ださ い。

https://www.j-anshin.co.jp/

